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１．はじめに 

 
地球温暖化、エネルギー・資源枯渇、有害化学物質・

廃棄物処理といった地球レベルでの環境問題への対応が

国際的に喫緊の課題となっている現在、人間活動の環境

インパクトを評価し、改善方策を検討する手法の重要性

が認識されるようになってきている。その一手法として、

ライフサイクルアセスメント(Life Cycle Assessment: 
LCA)の研究が工業製品開発を中心に様々な分野で進め

られており、その結果を生産技術の見直しや環境報告書

での開示データに活用する企業も増加している。 
一方、土木計画学が対象とする都市・社会資本・交通

へのLCA適用事例を概観すると、既にニュータウン建

設や輸送機関といった多様な評価対象に適用されている

ものの、工業製品とは異なる特徴を有するがゆえの課題

が多く残っている。そこで本稿は、土木計画分野での

LCA研究の現状を整理し、今後の研究課題を明確にす

ることを目的とする。 
 
２．LCA研究の系譜と最近の動向 
 

（１）LCA研究の萌芽 

LCAの原義は、製品の環境負荷を「揺りかごから墓

場まで(Cradle-to-Gate)」の全体で評価することである。

つまり、製品の生産から最終廃棄物となるまでの生涯に

おける環境負荷を、なるべく定量的かつ総合的に評価し

ようとするものである。LCAという言葉が使われるよ

うになったのは、1990年に開催された欧米の化学系の研

究者で組織する環境毒物化学学会(SETAC：Society of 
Environmental Toxicology and Chemistry)の国際ワークシ

ョップが最初である。ただし、LCAと似た概念や手法

は1980年代以前から用いられていた。その後、アメリカ

およびヨーロッパで、1980年代から1990年代初頭にかけ

てSETACを中心に研究が進展し、さらに、1992年の地

球サミットを受けて、国際標準化機構(International 
Organization for Standardization：ISO)が環境管理システ

ム規格の検討に着手したことで、LCA研究が活発に行

われるようになった1)。1993～96年にかけてLCAが

ISO14040番台に規格化され、その後のLCAの標準的手

続きを規定するものとなっている。 
日本でも1990年代以降、各分野で本格的にLCA調査

研究が行われるようになり、これらを横断する組織とし

て1995年に「LCA日本フォーラム」が設立された。さ

らに、1998年からは通商産業省(現・経済産業省)が産学

官共同の国家プロジェクトとして「LCAプロジェク

ト」を立ち上げ、LCAの方法論やデータベース構築が

進んだ。2004年には日本LCA学会も設立され、LCA研

究は学際的な環境研究の一分野として確立しつつある。 
 
（２）建設分野におけるLCA研究の動向 
一方、インフラや建築物を対象としたLCAは、日本

で際だって研究が行われてきた分野であり、SETACや
ISOにおける検討がベースとなっている工業製品分野の

LCAとはやや異なった発展経過をたどってきている。

これは、インフラや建築物は長い耐用年数を有するため

に、従来、費用や効果影響に関してライフサイクル的な

分析が実施されてきていた実績があり、それらがベース

となったためである。 
建築物に関しては、省エネ住宅のような建設段階と

運用段階のトレードオフが問題となる場合や、長寿命住

宅のような使用年数の検討といった観点からの検討にお

いてライフサイクルコスト(LCC)分析が用いられ、これ

に環境の視点を加えるためにLCAが導入されるという

流れであった。日本建築学会では1990年からLCAに関

する検討を進め、現在ではインベントリに使用する原単

位データベースが整備されるとともに、官庁施設や建築

物を対象としたLCA手法が標準化されるに至っている2)。 
土木分野においても、インフラを対象としたLCA研

究が1990年代に精力的に行われた。建設プロジェクトで

は一種のLCA的評価手法として、環境影響評価(環境ア

セスメント)が従前から実施されていたが、これは立地



表-1 社会システムを対象としたLCAに関する既往研究の整理 
著者 対象 代替案 評価指標 概要 

交通システム 
松橋ら 7) 
(1998) 路面電車 自動車 ELC-CO2 

ELC-NOX 
路面電車整備における環境

負荷削減効果を推計 
稲村ら 8) 
(2002) 東北新幹線 東北自動 

車道 
ELC-CO2 

走行のみならず、建設･供用段階

の重要性の提言 
加藤ら 9) 
(2000) 都市鉄道 路面電車 

路線バス 
ELC-CO2 

想定輸送需要量や運行状況の違

いが環境に及ぼす影響を推計 
山口ら 10) 

(2001) LRT  (運賃体系、 
表定速度) 

ELC-CO2 
LRT 整備による長期的な環境改

善の可能性を提言 
相原ら 11) 

(2002) 
東海道 
新幹線 

 SyLC-CO2 
産業連関法と積み上げ法による

結果を示し、比較 

工藤ら 12) 
(2003) 

鉄道(with and without 高架橋) 
地下鉄、トラム、トロリー 
バス、路線バス、自動車 

SyLC-CO2 各輸送機関の環境負荷比較 

柴原ら 13) 
(2003) 都市近郊鉄道 鉄道 

高速道路 
ELC-CO2 

計画段階での標準的 LCA 手法の

確立 

長田ら 14) 
(2005) 

AGT、LRT、
GWB、BRT 

鉄道 
自動車 

SyLC-CO2 
SyLC-SOX 
SyLC-NOX

複数の輸送モードの環境負荷の

需要量による感度分析 

渡辺ら 15) 
(2005) LRT 路面電車 

路線バス 

ELC-CO2 
SyLC-SOX 
SyLC-NOX

LRT、路面電車の有無によるシ

ナリオ間の、道路交通起因の環

境負荷比較 

加藤ら 16) 
(2006) 

磁気浮上式 
超高速鉄道 

航空機 
在来型 
新幹線 

ELC-CO2 
SyLC-SOX 
SyLC-NOX

速度・輸送力を考慮した環境効

率指標による評価の導入 

都市・地域 
伊藤ら 17)-19) 
(1995-97) ニュータウン （工法、 

材料） 
SyLC-CO2 

ニュータウン建設・供用の環境

負荷評価、概略LCA手法の提案

藤田ら 20) 
(1999) 都市再開発  SyLC-CO2 

都市再開発事業の直接影響のみ

ならず、それが都市圏の交通な

どに与えるインパクトの評価 

林ら 21) 
(2000) 

大都市の 
建物群＋ 

交通システム 

（都市コンパ

クト化、建物

長寿命化） 

SyLC-CO2 

ほか計10 
種類の 
環境負荷 

都市域マネジメントによる環境

負荷削減効果の評価 

松本ら 22) 

(2004) 

都市生活排

水・廃棄物処

理システム 

（排出技術 
導入） 

SyLC-CO2 
SyLC-TOD

LCC も含めた統合評価の考え

方、時間経過を考慮したライフ

サイクルシミュレーション 

栗島ら 23) 
(2004) ニュータウン  

SyLC-CO2 
SyLC-SOX 
SyLC-NOX 

煤塵 
固形廃棄物

施設運用による環境負荷を詳細

に検討 

 
場所の周辺環境を評価する手法であった。そこで、地球

環境問題への対応を加える必要性からLCA研究が進め

られた。土木学会では、インベントリ分析のためのCO2

排出原単位として「学会推奨値」を整備し、さらに建設

業へのLCA適用の考え方について整理を行った3)。 
また、各種のインフラを対象としたLCA研究も進み、

90年代の間に一通りの研究が出そろった4)。これらの研

究は建築分野と異なり、建設段階における、材料の遡及

的排出も含めたCO2排出・エネルギー消費を推計し、そ

れを削減するための材料・構造・工法の選択を検討する

ことが主な目的である。これは、インフラの場合、建設

段階、特に主な材料である鋼やコンクリートの分が卓越

するためである。建設段階におけるインベントリ分析は、

各材料の使用量にその環境負荷原単位を乗じるというも

のであり、建設費の積算と同様に(建設単価を内包環境

負荷原単位に置き換えればよい)こ

とから、原単位データベースの整

備に伴ってソフトウェア開発も進

んできている。 
しかし、土木計画の対象である、

都市開発や交通機関整備といった、

多数のインフラとそれを利用して

行われる活動から構成される社会

システムを評価する場合には、整

備の態様がその後の活動を規定し、

活動に伴う環境負荷を変化させる

ことに注意が必要である。その負

荷は建設段階に比べ決して小さく

ないため、単に建設段階のインベ

ントリ分析を行うだけでは不十分

であると言える。また、インフラ

の複合システムになっていること

から、その相互関係によって環境

負荷が規定されることを考慮する

必要もある。このような観点から

行われたLCA研究について次に説

明する。 
 
３．社会システムのLCAに関する 

既往研究の整理と課題の抽出 
 

（１）既往研究 

ここでは、インフラ単体を対象

とするLCA研究でなく、多数のイ

ンフラが支える社会システムを対

象とするLCA研究について概観す

る。表-1にまとめるように、それ

は大きく交通システム5)と都市・地

域を対象とするものに分けられる（ほかにも上下水道シ

ステムなどが存在するが、ここでは取り扱わない）。い

ずれについても既に様々な研究事例が存在している。多

数のインフラや活動の環境負荷を推計しとりまとめる必

要があることから、各インフラ・活動に関する環境負荷

のデータベースを構築し活用したり、推計のためのモデ

ルシステムを構築したりといった工夫が行われている。 
 
（２）適用における問題点 

以上の既往研究から、社会システムが工業製品とは

異なる特徴を有しているが故のLCA適用の困難さが、

以下のように列挙できる。 
ａ）ライフタイム（耐用年数） 
維持管理の仕方によっては、半永久的に存在し続け

るものもあり、ライフタイムの設定が容易でない。将来



の技術革新や老朽化による更新・淘汰（寿命）の考慮が

難しい。しかも、社会システムの場合にはライフタイム

の異なる多数のインフラ・製品から構成されており、そ

の間の関係も考慮しなければならない。 
ｂ）生産 

インフラは一品生産であり、試作ということがない。

正確なインベントリ分析を行うには、個々のケースに従

って詳細データを入手し推計を行う必要がある一方で、

計画段階（詳細設計のない段階）では、データ制約によ

り仮定が多くなり、結果の信頼性が低下する。設計・施

工段階での仕様変更によって環境負荷が大きく変化する

可能性も高い。 
ｃ）波及効果 
社会システムの改変は広範囲な波及効果を及ぼすた

め、それらを包括した評価バウンダリとする必要がある。

著者らは、評価範囲をシステム自体の環境負荷

（SyLCEL: System Life Cycle Environmental Load）にとど

まらず、波及効果が生じる範囲まで拡張したELCEL
（Extended Life Cycle Environmental Load: 拡張ライフサ

イクル環境負荷）概念を提案している5)が、実際にその

バウンダリ特定は困難である。小さくとれば波及効果の

捕捉は過小となる。大きくとれば膨大なデータを必要と

し、推計が困難となる上、結果の信頼性も低下してしま

う。 
ｄ）社会への影響 
社会システム変化によって人間の行動が変化し、例

えば、輸送総量や機関分担率が経年的に変化することで

環境負荷も変化する。しかし、事前評価の場合、その精

度は需要予測の結果に依存してしまう。 
 加えて、工業製品のLCAにも共通する課題として以

下の点が挙げられる。 
ｅ）経済的視点 

LCA結果を企業活動や事業の評価

としての費用対効果分析の中に取り

入れるためには、経済的視点が欠か

せないが、環境を貨幣価値に換算す

ることに関して、議論の余地が残さ

れている。 
ｆ）時間的視点 
使用段階の環境負荷が卓越してい

る対象ほど、ライフタイムの設定に

よって、ライフステージ別シェアは

大きく左右される。また、評価が長

期間になるほど技術革新や産業構造

変化の影響を受けるようになる。 
 
（３）理論・手法面に関する課題 

前節で挙げた課題をISO-LCAの手

順に沿って整理する（図-1）。 
ａ）Goal and Scope Definitionの標準的な設定法 
①システムバウンダリの設定 
・波及効果を把握でき、誤差をコントロールできる

標準的なバウンダリ特定法 
②ベースラインの設定 
・整備なしという仮想的な状態の設定法 
③時間軸の考慮 
・技術革新、不確実性、寿命設定、インフラ廃棄の

考慮など、時間的視点の考慮 
ｂ）Inventory Analysisにおけるプロジェクトの熟度と精

度・データとの関連 
①簡略/詳細LCAの使い分けと原単位の制約 
・事業進捗状況と取得可能データとの関係 
・計画時を想定した場合、データ制約に伴って精度

にばらつきが出る 
・事業進捗によって設計が変更されることが普通 
②環境負荷原単位 
・多項目環境負荷の考慮 
・積み上げ法と産業連関法による差の解釈 
③需要予測への依存 
・結果の精度が需要予測精度に依存 

ｃ）Impact Assessmentのための指標 
①環境負荷統合化指標 

・LIMEなどの指標開発が発展途上であり、適用性検

討が必要 
ｄ）Interpretationおよび情報開示のためのアウトプット 
①評価指標 
・性能指標と環境効率指標の定義 
・サービスレベル、経済的視点との兼ね合い 

G oal and Scope D efinition
　・システム境界の設定
　　　（ＥＬＣＥＬ概念の導入）
　・時間軸の考慮
　　　（割引率の導入）

Inventory Analysis
　・鉄道構成要素に関する
　　　多種環境負荷原単位
　・計画の熟度に応じた推計

Im pact Assessm ent
　・被害算定型影響評価の導入

技術革新の考慮
Interpretation
　・需要の感度分析
　・ルート比較
　・経済評価との整合
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図-1 社会システムに関するLCA研究の 

理論・手法面に関する課題と ISO-LCAとの関係 
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図-2 社会システムとSocial/Dynamic LCAの関係 

（稲葉 6)の提案〈（ ）部分〉に加筆） 
 

②環境へのやさしさを認識しやすい指標 
・TypeⅢラベルとしての表現法 

 
４．社会システムの環境負荷評価手法確立に向けた 
新しいフレームの必要性 －Social/Dynamic LCA－ 

 

 前章で整理した諸課題は、「時間境界の設定」「空間

境界の設定」（とデータ制約・影響波及範囲との関係）、

および推計結果の「評価指標」に大別される。LCAに

おける永遠のテーマと言っても過言ではないであろうこ

れらの課題は、社会システムへの適用においてとりわけ

顕著であるとともに、従来は評価者が場当たり的に（性

悪説に立てば恣意的に）仮定を設定しているのが実状で

ある。 
以上の問題意識を解決する方向性として、稲葉6)が提

唱したSocial/Dynamic LCA概念がある。これは、長期的

に環境負荷が小さい社会を目指すための手法としての

LCAの提案であり、その定義は以下の通りである。 
Social LCA：評価対象を「単一製品」から「企業」「産

業」に広げるとともに、「経済や市民社会との係わり」

の視点を加える。 
Dynamic LCA：時間軸を考慮する。すなわち、価値観の

変化や技術革新を評価に取り入れる。 
この2つのアプローチが融合することで、環境負荷が

少ない社会を構築する手法に昇華させることが究極の目

標とされている。この構図を社会システムに当てはめる

と、図-2に示すように整理できる。 
 以上、本稿では、土木計画学に関わるLCA研究を概

観し、課題を整理した結果、それがSocial/Dynamic LCA
概念の具体化に集約されることを示された。今後は、各

課題の詳細な検討によって、その方法論を確立していく

ことが必要である。 
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